
申出者(法人の場合名称・代表者氏名) 委託元機関 利用目的の概要 閲覧の年月日 区域

1 株式会社サーベイリサーチセンター　代表取締役藤澤士朗
内閣官房　孤独・孤立対策担当室長　山本麻里

内閣官房が実施する「孤独・孤立の実態把握のための全国調査」
（人々のつながりに関する基礎調査）対象者抽出のため

10月4日 学園東町1丁目

2 一般社団法人　中央調査社　会長　境克彦 内閣府大臣官房政府広報室　政府広報室長　中田昌和
「自衛隊・防衛問題に関する世論調査（附帯調査：アイヌに対する
理解度）」の実施のための対象者抽出

10月5日 仲町

3 株式会社CCNグループ　代表取締役　佐野正憲 東京都福祉保健局保健政策部健康推進課　東京都知事　小池百
合子（担当：太田眞理子）

東京都福祉保健局保健政策部健康推進課が実施する「令和4年
度東京都がん予防・検診等実態調査」の対象者抽出条件のため

10月25日
たかの台、上水南町3丁目、鈴木町1丁
目

4 一般社団法人　中央調査社　会長　境克彦 文化庁　国語課　国語課長　圓入由美 「令和4年度　国語に関する世論調査」実施のための対象者抽出 11月22日 小川東町3丁目

5 一般社団法人　中央調査社　会長　境克彦 株式会社野村総合研究所　執行役員　森沢伊智郎 「テレビ視聴に関する調査」実施のための対象者抽出 11月22日 津田町3丁目

6 一般社団法人新情報センター　事務局長　山本恭久
学校法人　早稲田大学　理事長　田中愛治

調査の対象者名簿作成のため
調査名：家族と性と多様性にかんする全国アンケート

11月25日 花小金井１丁目

7
（株）日本リサーチセンター　代表取締役社長　杉原
領治

国立大学法人東京芸術大学　学長　日比野克彦
「現代日本の文化と不平等に関する社会学的研究」の対象者抽
出のため

12月2日 花小金井３丁目

8 一般社団法人　中央調査社　会長　境克彦 慶応義塾大学パネルデータ設計・解析センター　センター長　山本
勲

日本家計パネル調査「就業と生活について」の対象者抽出のため 12月23日 天神町２丁目

9 一般社団法人　中央調査社　会長　境克彦 公益財団法人　生命保険文化センター　代表理事　浅野僚也
「２０２３年度　人生１００年時代における生活設計に関する調査」
実施のための対象者抽出

2月1日 栄町3丁目

10 一般社団法人　中央調査社　会長　境克彦 国立研究開発法人　国立がん研究センター　理事長　中釜斉
「健康情報についての全国調査（２０２３年）」実施のための対象
者抽出

2月7日 学園東町

11 （株）日本リサーチセンター　代表取締役社長　杉原領治
日本銀行　情報サービス局　局長　上田洋司 「生活意識に関するアンケート調査」の対象者抽出のため 2月15日 小川町1丁目

12 一般社団法人　中央調査社　会長　境克彦 NHK放送文化研究所　世論調査部　世論調査部長　吉田理恵

「2023年全国放送サービス接触動向調査（テレビ・ラジオなどがど
のように見聞きされているかをおなずねする調査）」実施のための
対象者抽出（放送法第20条に定められた調査研究・世論調査の
ため）

2月28日 花小金井南2丁目

13 株式会社サーベイリサーチセンター　代表取締役藤澤志朗
東京都子供政策連携室子供政策連携推進部事業推進課

東京都が実施する「子供に関する定点調査」の対象者抽出のた
め

3月14日

学園東町2丁目、上水本町1・2丁目、花
小金井南町1丁目、津田町1～3丁目、小
川西町3・4丁目、回田町。小川東町1丁
目、上水南町3丁目、天神町4丁目、花
小金井7丁目、学園西町1丁目、小川西
町1丁目、鈴木町2丁目

14 一般社団法人新情報センター　事務局長　山本恭久
NHK放送文化研究所　世論調査部長　吉田理恵 調査の対象者名簿作成のため（調査名：幼児視聴率調査） 3月17日 たかの台、津田町1丁目

15 株式会社サーベイリサーチセンター　代表取締役藤澤志朗
東京都子供政策連携室子供政策連携推進部事業推進課

東京都が実施する「子供に関する定点調査」の対象者抽出のた
め

3月24日

学園東町2丁目、上水本町1・2丁目、花
小金井南町1丁目、津田町1～3丁目、小
川西町3・4丁目、回田町。小川東町1丁
目、上水南町3丁目、天神町4丁目、花
小金井7丁目、学園西町1丁目、小川西
町1丁目、鈴木町2丁目

法第１１条の２第１項の規定による申出に係る住民基本台帳の一部の写しの閲覧(令和４年１０月１日から令和５年３月３１日）
（個人または法人の申出による閲覧）



法令で定める事務遂行のため必要とする事務の内容 その根拠となる法令の名称

1 なし

法第１１条の２第１項の規定による申出に係る住民基本台帳の一部の写しの閲覧(令和４年1０月１日から令和５年３月３１日）
（国または地方公共団体の請求による閲覧）

国・地方公共団体機関の名称 閲覧の年月日

請求事由の概要

区域


